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上記事項の内容は、法令および当社定款第17条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいた
だいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供
措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第68回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項（交付書面省略事項）

2026年４月１日
株式会社　丹　青　社
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連結注記表

連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
１. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の状況

連結子会社の数 ６社
連結子会社の名称 ㈱丹青ＴＤＣ、㈱丹青ディスプレイ、㈱丹青ビジネス、㈱丹青研究所、㈱ＪＤＮ、㈱丹青ヒュ

ーマネット

（2）非連結子会社の状況
非連結子会社の数 ２社
非連結子会社の名称 (同)丹青やまなし、㈱呉ＴＮＨ
連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連
結の範囲から除外しております。

２. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

非連結子会社の名称 (同)丹青やまなし、㈱呉ＴＮＨ
関連会社の名称 ㈱琵琶湖C＆S
持分法を適用しない理由 非連結子会社及び関連会社は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券………定額法による償却原価法
子会社株式及び……………移動平均法による原価法
関連会社株式
その他有価証券

市場価格のない…………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定してお
株式等以外のもの　　　ります。）
市場価格のない株式等…移動平均法による原価法

デリバティブ…………………時価法
棚卸資産

商品…………………………個別法による原価法及び移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。）

未成工事支出金……………個別法による原価法
材料貯蔵品…………………移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定しております。）
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建物・構築物 10～41年
機械・運搬具・工具器具備品 ３～20年

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産

リース資産以外……………定率法
の有形固定資産 ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

リース資産
所有権移転ファイ………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
ナンスリース取引
に係るもの
所有権移転外ファ………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
イナンスリース取
引に係るもの

無形固定資産…………………定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、各社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金……………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
賞与引当金……………………従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。
役員賞与引当金………………役員に対する賞与の支給に充てるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上して

おります。
完成工事補償引当金…………完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する補修費の

支出見込額を実績割合により計上している他、特定の工事については、補修費の個別見積額を
計上しております。

工事損失引当金………………受注工事等に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事等のうち損失の発生が
見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事等について、損失見込額を計
上しております。

役員株式給付引当金…………株式交付規程に基づく取締役に対する将来の当社株式の交付等に備えるため、当連結会計年度
末における株式給付債務の見込額を計上しております。
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（4）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債及び資産は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債
務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る按分額（定額法）を発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の「退職給付に係る
調整累計額」に計上しております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（6）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは総合ディスプレイ業を主な事業としており、顧客と請負契約等を締結の上、空間づくりに関する調査企画、
設計、施工等の業務を行い、成果物を顧客に引き渡す履行義務を負っております。当該契約については、一定の期間にわた
り履行義務が充足する取引と判断し、履行義務の充足に係る進捗度に応じて収益を認識しており、進捗度の測定は、各期末
までに発生した工事原価が、予想される工事原価総額に占める割合に基づいて行っております。
なお、契約の初期段階で履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないものの、当該履行義務を充足する
際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる時
まで原価回収基準により収益を認識しております。また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込ま
れる時点までの期間がごく短い工事や案件については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全
に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

（7）重要なヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、振当処理の適用要件を満たしている為替予約等については振当処理を採用しております。
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当連結会計年度末 415百万円

追加情報
１. 業績連動型株式報酬制度

当社は、2019年４月23日開催の第61回定時株主総会において、当社の「取締役」（社外取締役、監査等委員である取締役及
び国外居住者は除きます。以下、「取締役」といいます。）を対象として、報酬と当社の株式価値との連動性をより明確に
し、中長期的な企業価値向上への貢献意欲を高めるとともに、株主の皆様との利害共有を図ることを目的として、業績連動型
株式報酬制度（以下、「本制度」といいます。）を決議し導入しております。

（1）取引の概要
本制度は、役員報酬ＢＩＰ信託と称される仕組みを採用いたします。役員報酬ＢＩＰ信託とは、欧米の業績連動型株式報酬
（Performance Share）制度及び譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）制度と同様に、役位や中期経営計画における業
績目標の達成度等に応じて、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を取締役に交付及び給付するものでありま
す。

（2）信託に残存する当社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資産の部に自己株式として
計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は272百万円、227,302株であります。

２. 従業員等に信託を通じて当社の株式を交付する取引
当社は、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的として、従業員持株会に信託を
通じて当社の株式を交付する取引「信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship®）」を行っております。

（1）取引の概要
当社は、「丹青社従業員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入するすべての従業員を受益者とする「丹青社従
業員持株会専用信託口」（以下、「従持信託」といいます。）を設定いたします。従持信託は、2024年3月より5年間にわ
たり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を取得し、持株会に売却を行うものであります。信託終了時に、株価の上
昇により譲渡利益等が生じた場合には、受益者適格要件を満たす者に分配されます。株価の下落により譲渡損失等が生じ信
託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証事項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済することにな
っております。

（2）信託に残存する当社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により純資産の部に自己株式として計
上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、503百万円、560,000株であります。

（3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
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一定の期間にわたり認識した売上高
工事損失引当金

100,493百万円
241百万円

会計方針の変更に関する注記
法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」
という。)等を当連結会計年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分(その他の包括利益に対する課税)に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに
定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下
「2022年改正適用指針」という。)第65－２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方
針の適用が連結計算書類に与える影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱い
の見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当該会計方
針の適用が当連結会計年度の連結計算書類に与える影響はありません。

表示方法の変更に関する注記
連結損益計算書

前連結会計年度において営業外費用「その他」に含めておりました「損害賠償金」（前連結会計年度5百万円）は営業外費用の
総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度においては区分掲記しております。
前連結会計年度において区分掲記しておりました「固定資産除却損」（当連結会計年度10百万円）は、営業外費用の総額の
100分の10以下であるため、当連結会計年度においては営業外費用「その他」に含めて表示しております。
前連結会計年度において区分掲記しておりました「投資事業組合運用損」（当連結会計年度６百万円）は、営業外費用の総額
の100分の10以下であるため、当連結会計年度においては営業外費用「その他」に含めて表示しております。
前連結会計年度において区分掲記しておりました「移転関連費用」（当連結会計年度４百万円）は、営業外費用の総額の100
分の10以下であるため、当連結会計年度においては営業外費用「その他」に含めて表示しております。

会計上の見積りに関する注記
工事契約における収益認識及び工事損失引当金
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
工事契約については、一部の工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき、一定の期間にわたり
収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、工事原価総額に対する連結会計年度末までの発生原価の
割合に基づき算定しております。
また、当連結会計年度末時点の手持工事の工事収益総額と工事原価総額の見積りに基づき、工事原価総額が工事収益総額を超
過する可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積ることができる場合には、その超過すると見込まれる額のうち、当該工
事契約に関して既に計上された損益の額を控除した残額を工事損失引当金に計上しております。
工事収益総額及び工事原価総額の見積りは、主に各工事等の最終的な請負額、材料費、労務費及び外注費等に関する仮定を用
いて算定しておりますが、予期し得ない工事範囲及び工事内容の変更や工期の延長、将来の市況の変化に伴う建築資材や外注
費の変動等によって常時変動するため見積りの不確実性が高く、工事原価総額の変動は、履行義務の充足に係る進捗度の算定
にも影響を与えるため、翌連結会計年度の連結計算書類において、売上高及び工事損失引当金の金額に重要な影響を及ぼす可
能性があります。
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受取手形 640百万円
完成工事未収入金 10,446百万円
契約資産 11,538百万円
合計 22,624百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 1,072百万円

未成工事支出金 975百万円
商品 2,396百万円
材料貯蔵品 0百万円
合計 3,372百万円

未成工事受入金 1,908百万円

２. 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 233百万円

連結貸借対照表に関する注記
１. 顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

３. 未成工事支出金等の内訳

４. 契約負債の金額

５. 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額
損失の発生が見込まれる工事等契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。
損失の発生が見込まれる工事等契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額はありません。

連結損益計算書に関する注記
１. 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契約から生じ
る収益の金額は、「収益認識に関する注記 １.顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

6



2026/03/18 18:07:53 / 25286707_株式会社丹青社_招集通知

連結注記表

普通株式 48,424,071株

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2025年４月24日
定時株主総会 普通株式 1,443百万円 30円00銭 2025年１月31日 2025年４月25日

2025年９月12日
取締役会 普通株式 1,683百万円 35円00銭 2025年７月31日 2025年10月３日

（1）配当金の総額 1,779百万円
（2）配当の原資 利益剰余金
（3）１株当たり配当額 37円00銭
（4）基準日 2026年１月31日
（5）効力発生日 2026年４月24日

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

２. 配当金支払額

(注）2025年４月24日の定時株主総会の決議による配当金の総額には、ＢＩＰ信託及び従持信託が所有する当社株式に対する配当金29百万円が、
2025年９月12日の取締役会の決議による配当金の総額には、ＢＩＰ信託及び従持信託が所有する当社株式に対する配当金30百万円がそれぞれ
含まれております。

３. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2026年４月23日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

普通株式の配当に関する事項

(注）配当金の総額には、ＢＩＰ信託及び従持信託が保有する当社株式に対する配当金29百万円が含まれております。
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金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用は安全性が高い金融資産に限定して行い、また、資金調達は銀行等金融機関からの借入及び社債
の発行により行っております。デリバティブ取引は、外貨建取引の為替相場変動リスクを回避するために利用し、投機的な
取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。
有価証券は、満期保有目的の債券及びコマーシャル・ペーパー等であり、満期保有目的の債券は信用リスクがあり、コマー
シャル・ペーパー等は預金と同様の性格を有するものであります。
投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、信用リスク及び
市場価格変動リスクがあります。
営業債務である工事未払金は、全て１年以内の支払期日であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

営業債権は、取引先与信管理基準及び売上債権管理規程に沿って、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
有価証券及び投資有価証券は、信用リスクを軽減するために、格付の高い発行体及び債券のみを対象としております。
デリバティブ取引は、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

② 市場リスク（為替等の変動リスク）の管理
外貨建金銭債権債務の一部は、将来の外貨建取引の範囲内で先物為替予約取引等を利用し、将来の為替変動リスクを抑制
しております。
有価証券及び投資有価証券は、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
資金計画は四半期ごとに見直しを行い、必要となる資金を計画的に調達しております。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 200 196 △3

その他有価証券 2,745 2,745 －

資産計 2,945 2,941 △3

区分 連結貸借対照表計上額
（百万円）

非上場株式 111

関係会社株式 28

投資事業組合等への出資金 131

２. 金融商品の時価等に関する事項
2026年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(※）現金預金、受取手形・完成工事未収入金等、有価証券（リース債権信託受益権及び合同運用指定金銭信託に限る）及び工事未払金については、現金
であること、及び短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似していることから、注記を省略しております。

(※）市場価格のない株式等は、有価証券及び投資有価証券には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
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区分

時価
（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 2,745 2,745

合計 2,745 ― ― 2,745

区分

時価
（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

その他 196 196

合計 ― 196 ― 196

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる

資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを

用いて算定した時価
レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

上場株式及び債券は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ
ル１の時価に分類しております。債券は市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、
その時価をレベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント
その他 合計商業その他

施設事業
チェーン

ストア事業
文化施設

事業 計

売上高

一時点で移転される財
又はサービス 2,785 1,558 1,800 6,144 519 6,664

一定の期間にわたり移
転される財又はサービ
ス

69,304 24,060 7,128 100,493 － 100,493

顧客との契約から生じる収益 72,089 25,619 8,929 106,638 519 107,157
その他の収益
（注） 64 － － 64 － 64

外部顧客への売上高 72,154 25,619 8,929 106,703 519 107,222

１. １株当たり純資産額 796円00銭

２. １株当たり当期純利益 126円92銭

収益認識に関する注記
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益の分解情報は、以下のとおりであります。
（単位：百万円）

（注）その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃貸収入が含まれております。

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項３．
会計方針に関する事項（6）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
当連結会計年度末において残存履行義務に配分した取引価格の総額は、47,919百万円であります。
当該残存履行義務は、概ね１年～４年以内で収益を認識することを見込んでおります。

１株当たり情報に関する注記

（注）ＢＩＰ信託及び従持信託が所有する当社株式（787,302株）を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式
（1,105,793株）に含めております。
また、期中平均株式数の計算において、ＢＩＰ信託及び従持信託が所有する当社株式（881,161株）を「１株当たり当期純利益」の算定上控除
する自己株式（1,199,538株）に含めております。

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
金額の表示単位の変更

当連結会計年度より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。
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建物 21～41年
工具器具備品 ３～20年

個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………定額法による償却原価法
子会社株式及び………………移動平均法による原価法
関連会社株式
その他有価証券

市場価格のない……………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定してお
株式等以外のもの…………ります。）
市場価格のない株式等……移動平均法による原価法

（2）デリバティブの評価基準……時価法
及び評価方法

（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品……………………………個別法による原価法及び移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定しております。）
未成工事支出金………………個別法による原価法
材料貯蔵品……………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定しております。）

２. 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産

リース資産以外………………定率法
の有形固定資産 ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

リース資産
所有権移転ファイ…………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
ナンスリース取引
に係るもの
所有権移転外ファ…………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
イナンスリース取
引に係るもの

無形固定資産……………………定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

長期前払費用……………………均等償却
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３. 引当金の計上基準
貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………………………従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

役員賞与引当金…………………役員に対する賞与の支給に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しており
ます。

完成工事補償引当金……………完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する補修費の支出
見込額を実績割合により計上している他、特定の工事については、補修費の個別見積額を計上
しております。

工事損失引当金…………………受注工事等に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事等のうち損失の発生が見込
まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事等について、損失見込額を計上し
ております。

役員株式給付引当金……………株式交付規程に基づく取締役に対する将来の当社株式の交付等に備えるため、当事業年度末に
おける株式給付債務の見込額を計上しております。

退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。なお、当事業年度末においては、退職給付引当金の計上はなく、投
資その他の資産に「前払年金費用」4,573百万円を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による按分額（定額法）を発生の翌事業年度から費用処理しております。

４. 重要な収益及び費用の計上基準
当社は総合ディスプレイ業を主な事業としており、顧客と請負契約等を締結の上、空間づくりに関する調査企画、設計、施工
等の業務を行い、成果物を顧客に引き渡す履行義務を負っております。当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が
充足する取引と判断し、履行義務の充足に係る進捗度に応じて収益を認識しており、進捗度の測定は、各期末までに発生した
工事原価が、予想される工事原価総額に占める割合に基づいて行っております。なお、契約の初期段階で履行義務の充足に係
る進捗度を合理的に見積もることができないものの、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる
場合には、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる時まで原価回収基準により収益を認識しておりま
す。また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事や案件につい
ては代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しておりま
す。

５. ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、振当処理の適用要件を満たしている為替予約等については振当処理を採用しております。
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追加情報
１. 業績連動型株式報酬制度

業績連動型株式報酬制度に関する注記については、連結注記表「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の追加情
報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

2. 従業員等に信託を通じて当社の株式を交付する取引
従業員等に信託を通じて当社の株式を交付する取引に関する注記については、連結注記表「連結計算書類の作成のための基本
となる重要な事項の追加情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

会計方針の変更に関する注記
法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」
という。)等を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税
効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」とい
う。）第65－２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の適用が計算書類に与える
影響はありません。
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一定の期間にわたり認識した売上高
工事損失引当金

98,134百万円
     235百万円

１. 有形固定資産の減価償却累計額 939百万円

短期金銭債権 23百万円
短期金銭債務 2,349百万円

表示方法の変更に関する注記
損益計算書

前事業年度において区分掲記しておりました「固定資産除却損」（当事業年度３百万円）は、営業外費用の総額の100分の10
以下であるため、当事業年度においては営業外費用「その他」に含めて表示しております。
前事業年度において区分掲記しておりました「投資事業組合運用損」（当事業年度６百万円）は、営業外費用の総額の100分
の10以下であるため、当事業年度においては営業外費用「その他」に含めて表示しております。

会計上の見積りに関する注記
工事契約における収益認識及び工事損失引当金
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（2）識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報に関する注記については、連結注記表「会計上の見積りに関する注
記」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

貸借対照表に関する注記

２. 関係会社に対する金銭債権債務
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個別注記表

売上高 134百万円
売上原価 7,759百万円
販売費及び一般管理費 1,251百万円
営業取引以外の取引高 227百万円

２. 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 226百万円

普通株式 1,105,793株

賞与引当金・未払賞与 813百万円
完成工事補償引当金 88百万円
工事損失引当金 72百万円
ソフトウエア開発費 54百万円
未払事業税 119百万円
未払社会保険料 113百万円
その他 310百万円

繰延税金資産小計 1,571百万円
評価性引当額 △109百万円
繰延税金資産合計 1,462百万円

繰延税金負債
前払年金費用 △1,441百万円
その他有価証券評価差額金 △713百万円

繰延税金負債合計 △2,155百万円
繰延税金負債純額 △692百万円

損益計算書に関する注記
１. 関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

(注）普通株式の自己株式数は、ＢＩＰ信託及び従持信託が所有する当社株式(787,302株)を含めております。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
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個別注記表

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ㈱丹青TDC 所有
直接 100％

当社の工事施工に伴う工事の一
部を受注しております。
役員の兼任　２名

工事の発注
（注） 5,348 工事未払金 800

１. １株当たり純資産額 732円54銭

２. １株当たり当期純利益 119円38銭

関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注）工事の発注にあたっては、一般取引先と同様に決定しております。

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載し
ているため、記載を省略しております。
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記４．重要な収益及
び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記

(注）ＢＩＰ信託及び従持信託が所有する当社株式（787,302株）を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式
（1,105,793株）に含めております。
また、期中平均株式数の計算において、ＢＩＰ信託及び従持信託が所有する当社株式（881,161株）を「１株当たり当期純利益」の算定上控除
する自己株式（1,199,538株）に含めております。

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

連結配当規制適用会社に関する注記
当社は連結配当規制の適用会社であります。

その他の注記
金額の表示単位の変更

当事業年度より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。
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